
事務事業評価の評価結果について（平成28年度の事業に対する評価）

水道局 評価：４＝できている　３＝概ねできている　２＝課題克服が必要　１＝未着手状況　　

指標名 指標設定の考え方 目標値 実績値 数値以外の目標 目標に対する実績等の分析 評価 所見
平成29年
度以降の事
業の方向性

所見

水道総務課
広報広聴
事業

　市民(水道利用者）に親しまれ
る水道を目指し、おいしい水道
水、水道の仕組み、水の大切さ
について理解を深めてもらう。

水道事業につ
いての啓発度

　市民(水道利用者）に水
道事業について理解を深
めてもらう。

100% 100%

･出前講座の実施
・水道局だよりの発
行の継続
・ボトルドウォー
ターの配布
・親子水道教室の開
催

水道局だよりの発行につ
いては、全戸配布。
ボトルドウオーターの配
布については、6000本
配布予定のところ、
9000本配布。
親子水道教室　１回開催
予定、１回開催。
啓発度については100％
達成しています。

4

　ほぼ当初計画どおり実
施できました。
　PR効果をより得られる
よう、津まつり等におい
てボトルドウォーターを
配布するとともに、地区
の自主防災会の訓練等に
積極的に参加し、水道に
ついてのPRを行いまし
た。
　親子水道教室は、２４
組（４８名）の参加者で
実施しました。
水道局だよりの発行は、
年３回、全戸配布しまし
た。

現状維持

　平成２９年度について
は、水道局だよりの全戸
配布、親子水道教室を行
います。
　なお、ボトルドウォー
ターの配付PRについて
は、平成１９年度から１
０年間行い、一定の成果
を得たことから、平成２
８年度からは作成をせ
ず、平成２９年度以降配
付を行わない事としてい
ましたが、在庫が約
4,000本あるため引き続
き今年度も配布し、なく
なり次第終了する予定で
す。

営業課
水道料金
等徴収事
業

　適切なサービスの提供を行う
ことにより、水道利用者の満足
度の向上を図るとともに、水道
料金を適正な方法で確実に徴収
することによって負担の公平性
に努め、水道事業の健全経営に
寄与することを目的としていま
す。

目標収納率
（不納欠損対
象期間におけ
る収納率）

　収納効果及び収益を確
保するための目標とする
収納率を設定していま
す。

99.5% 99.7%

　給水停止事務取扱
要綱に則り、給水停
止など積極的な滞納
整理に取組み、収納
率の向上を図る。ま
た、収納対策につい
て、委託業者と連携
を密に行う。

　公平・公正な納付指
導・滞納処分を行ったこ
とから、当初の収納目標
率を達成しました。
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　収納業務委託をするこ
とで、収納率の向上、人
件費の削減を図っていま
すが、滞納整理及び給水
停止を継続して行うとと
もに、新規滞納者への早
期の対応や、郵便物の未
達者や口座振替不能者へ
の訪問により未届転居の
早期発見に努め、目標収
納率を達成することがで
きました。

現状維持

　営業関連業務委託の受
注者と連携を密にして、
滞納整理関連業務の徹底
により収納率の向上に努
めました。新たな未納者
が発生しないよう、受注
者と定期的な収納対策会
議を実施します。
　収納率の向上を目指す
ためには、職員のスキル
アップが重要と考えま
す。従って、日本水道協
会が実施します未納料金
対策実務研修など、機会
あるごとに職員を出席さ
せたいと考えます。

工務課
配水施設
維持管理
事業

　「持続する水道」を基本理念
に、「水道運営基盤の強化（持
続）」を目標に掲げ、経営の健
全化のため、漏水調査を実施
し、漏水を発見した箇所につい
ては早急に修繕を行います。

漏水調査の実
施

　市内を6ブロック橋内
東部、久居、河芸、安
濃、一志、白山に分け、
年間３００ｋｍ程度の漏
水調査の実施に努めま
す。

388ｋｍ 293ｋｍ

　漏水調査及び漏水
修繕を実施すことに
より、有収率の向上
を図る。

　平成２８年度実績は、
有収率が前年対比0.03%
向上しました。
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　水道事業にとりまし
て、貴重な水源を有効に
利用していくため、漏水
防止対策が大変重要であ
り、漏水調査を実施する
ことにより、漏水箇所を
発見し、早期に修繕を行
い漏水防止に努めた結
果、前年度より有収率が
0.03%向上しました。

拡充・充
実

　今後とも引き続き漏水
調査を計画的に実施し早
期発見、早期修繕に努め
有収率の向上に努めた
い。

工務課
白山地域
簡易水道
事業

　白山地域の一部の旧簡易水道
エリアの管路や施設については
老朽化が著しく、漏水の多発や
水質保全上において支障をきた
している現状である。
　平成２９年４月に実施した簡
易水道の上水道への経営統合に
時期を合わせ、白山地域３箇所
に存在した旧簡易水道施設を廃
止し、上水道に接続する予定を
していたが、統合後に事業を延
長し、施設の更新と水道経営の
安定、また、地域住民に対し安
心・安全でおいしい水の安定供
給を図る。

上水道による
給水開始
(事業の進捗
率)

　地域住民の生活衛生の
確保と、安全で安定した
給水を確保するため建設
事業を進める。簡易水道
事業が上水道事業に経営
統合する予定である平成
２９年度に事業完了(目標
値１００％）を目指す。
(全体事業費に対する当該
年度の事業費の割合)

81% 81%
　計画的な簡易水道
統合整備事業の推進

　国庫補助金の内示額が
予算額に対し６７％しか
割り当てがなかったこと
により、事業量が当初目
標より減となった。
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　平成２８年度は、本事
業にかかる国庫補助の内
示額が予算額に対し６
７％の割り当てしかな
かったため、計画に対し
事業量を縮小しなければ
ならなくなったが、内示
額分の事業を着実に進捗
することができた。

拡充・充
実

　平成２８年度が事業の
最終年度であったが、補
助の内示額が６７％とな
り、事業を完了すること
ができなかったため、事
業を延長し平成２９年度
の事業完了を目指し、経
営の安定化と、地域住民
に対して安心・安全でお
いしい水の供給を図りた
い。

所管課長等による評価

課等名 中事業名 事業の目的

成果指標（平成28年度） 事業の評価
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工務課
上水道事
業

　予想される震災に備え、災害
時に安定した水を市民に供給す
るため、老朽化した基幹管路の
耐震化を進め、水道施設の被害
の軽減と復旧時間の短縮を図
る。

基幹管路の耐
震化

　津市水道事業基本計画
に基づく津市水道管路耐
震化計画により、平成２
５年度から基幹管路の更
新事業を行い、平成２３
年度の耐震化率１４.．
２％を、平成２９年度末
までに３０％に更新しま
す。

24.4% 26.4%

　耐震性が無いと判
定される基幹管路
（約６８ｋｍ）につ
いて、今後４０年間
を目標に耐震化を図
る。また、目標年度
（平成２９年度）ま
でに基幹管路耐震化
率を３０％まで向上
させる。

　目標年度（平成２９年
度）までに基幹管路耐震
化率を３０％まで向上さ
せる目標を平成２８年度
末において、２６．４％
とした。
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　平成２３年度に策定し
た「水道施設更新（耐震
化）計画」を基に、平成
２５年度より水道管路耐
震化等推進事業の老朽管
更新事業を開始した。こ
のことから、平成２８年
度においても目標値を掲
げ、目標値どおりに事業
ができた。

拡充・充
実

　国の交付金等の交付率
が削減傾向であるが、有
利な財源を利用し、目標
年度（平成２９年度）ま
でに、基幹管路耐震化率
を３０％まで向上させる
目標であることから、平
成２９年度以降において
も、目標の達成に向け、
事業を進める。

浄水課

浄水施設
の耐震化
を進める
事業

　震災時、市民に安全な水を供
給するため、浄水施設の耐震化
を進め、施設を充実し、信頼性
と安心感の向上を目指します。

施設の耐震化
　浄水施設の耐震化の整
備を進める

0施設
（委託8施

設）

0施設
（委託8施

設）

・耐震二次診断業務
（5施設）
・耐震二次診断業務
に伴う地質調査（5
施設）
・緊急遮断弁設置基
本設計業務（3件）
ほか

　目標どおり更新・耐震
化の委託業務は達成でき
が、工事発注ができな
かった。翌年度には、工
事発注を目標とする。

4

　津市水道基本計画に基
づき、予定した整備項目
について完了することが
出来た。

拡充・充
実

　津市水道事業基本計画
及び今までの整備実績に
基づき、これから先の具
体的な計画を立案し、効
率的・効果的な施設整備
を進めていきたい。
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